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令和６年度鋸南町一般会計補正予算（第１号） 
 
 
 
 

鋸 南 町 



－ １ － 
 

令 和 ６年 度 鋸 南 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （第 １号 ） 
 
 令和６年度鋸南町一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４３，２１３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４，４５９，５４９千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入 

  歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

    

 

  令和６年６月１１日提出 

鋸南町長 白 石 治 和 



歳　入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15. 国庫支出金 251,537 20,670 272,207

 2. 国庫補助金 81,400 20,670 102,070

18. 寄付金 39,580 370 39,950

 1. 寄付金 39,580 370 39,950

19. 繰入金 338,425 42,206 380,631

 2. 基金繰入金 338,424 42,206 380,630

21. 諸収入 63,952 79,467 143,419

 3. 雑入 55,413 79,467 134,880

22. 町債 207,400 500 207,900

 1. 町債 207,400 500 207,900

　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 4,316,336 143,213 4,459,549

款 項

第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算 補 正
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歳　出 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

 2. 総務費 847,802 7,720 855,522 

 1. 総務管理費 695,508 7,720 703,228 

 3. 戸籍住民基本台帳費 53,719 0 53,719 

 3. 民生費 1,155,381 38,450 1,193,831 

 1. 社会福祉費 927,572 37,764 965,336 

 2. 児童福祉費 227,808 686 228,494 

 4. 衛生費 555,499 21,805 577,304 

 1. 保健衛生費 237,906 21,805 259,711 

 5. 農林水産業費 173,090 60,166 233,256 

 1. 農業費 149,230 1,582 150,812 

 3. 水産業費 17,823 58,584 76,407 

 6. 商工費 118,201 396 118,597 

 1. 商工費 118,201 396 118,597 

 7. 土木費 147,005 11,540 158,545 

 1. 土木管理費 93,281 11,540 104,821 

 8. 消防費 42,310 306 42,616 

 1. 消防費 42,310 306 42,616 

 9. 教育費 634,443 2,830 637,273 

 3. 中学校費 182,655 248 182,903 

 5. 社会教育費 130,650 643 131,293 

 6. 保健体育費 52,689 949 53,638 

 7. 学校給食センター費 98,779 990 99,769 

款 項



（単位　千円）

補正前の額 補正額 計

　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 4,316,336 143,213 4,459,549 

款 項
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（変　更） （単位：千円）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法

過疎地域持続的発展特別事業 45,100

普通貸付
又　　　は
証券発行

　   　 ５．０％以内
　（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団
体金融機構資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては、
当該見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するものと
する。
　ただし、町財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に借
換えすることができる。

45,600

補正前に

同　　　じ

補正前に

同　　　じ

補正前に

同　　　じ

第　２　表　　地　方　債　補　正

起　債　の　目　的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

利　率 償還の方法



１．総　括
歳　入 （単位　千円）

　        　　　　　　   款 補正前の額 補正額 計 構成比％

15. 国庫支出金 251,537 20,670 272,207 6.2 

18. 寄付金 39,580 370 39,950 0.9 

19. 繰入金 338,425 42,206 380,631 8.6 

21. 諸収入 63,952 79,467 143,419 3.3 

22. 町債 207,400 500 207,900 4.7 

     歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 4,316,336 143,213 4,459,549 100.0 

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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歳　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 2. 総務費 847,802 7,720 855,522 1,881 △3,200 2,500 6,539 19.2 

 3. 民生費 1,155,381 38,450 1,193,831 18,789 1,600 104 17,957 26.8 

 4. 衛生費 555,499 21,805 577,304 18,384 3,421 13.0 

 5. 農林水産業費 173,090 60,166 233,256 58,583 1,583 5.3 

 6. 商工費 118,201 396 118,597 800 △404 2.7 

 7. 土木費 147,005 11,540 158,545 11,540 3.6 

 8. 消防費 42,310 306 42,616 306 1.0 

 9. 教育費 634,443 2,830 637,273 1,300 743 787 14.3 

歳     出     合     計 4,316,336 143,213 4,459,549 20,670 500 80,314 41,729 100.0 

補正額の財源内訳

特      定      財      源補正前の額 補正額 計
一 般 財 源

構成比％款



２．歳　入

(款) 15.国庫支出金 (項)  2.国庫補助金 （単位　千円）

金　　額

 5.総務費国庫補助金 6,006 20,670 26,676  1. 総務費補助金 20,670 デジタル基盤改革支援補助金 1,881

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金 18,789

　　　 計 81,400 20,670 102,070

(款) 18.寄付金 (項)  1.寄付金

 2.教育費寄付金 0 370 370  1. 社会教育費寄付金 270 社会教育費寄付金 270

 2. 学校教育費寄付金 100 学校教育費寄付金 100

　　　 計 39,580 370 39,950

(款) 19.繰入金 (項)  2.基金繰入金

 1.財政調整基金繰入金 305,684 41,729 347,413  1. 財政調整基金繰入 41,729 財政調整基金繰入金 41,729

金

 3.豊かなまちづくり基金 22,002 477 22,479  1. 豊かなまちづくり 477 豊かなまちづくり基金繰入金 477

繰入金 基金繰入金

　　　 計 338,424 42,206 380,630

(款) 21.諸収入 (項)  3.雑入

 5.雑入 32,571 79,467 112,038  1. 雑入 79,467 ワクチン生産体制等緊急整備助成金 18,384

一般コミュニティ助成事業助成金 2,500

農山漁村活性化プロジェクト交付金返還

金 58,583

　　　 計 55,413 79,467 134,880

(款) 22.町債 (項)  1.町債

 2.過疎地域持続的発展特 45,100 500 45,600  1. 過疎地域持続的発 500 過疎地域持続的発展特別事業債 500

別事業債 展特別事業債

　　　 計 207,400 500 207,900

（歳入）国庫支出金，寄付金，繰入金，諸収入，町債

節

区　　　分
補正前の額 補  正  額 計 説　　　　　　　　　明目
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３．歳　出

（款） 2.総務費 （項）  1.総務管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.一般管理 288,897 1,838 290,735 1,838  1.報酬 1,249 会計年度任用職員報酬 1,249

費  3.職員手 305 会計年度任用職員期末勤勉手

当等 当 305

 4.共済費 284 会計年度任用職員社会保険料 159

会計年度任用職員労災・雇用

保険料 25

職員共済組合負担金（会計年

度任用職員） 100

 3.財産管理 42,303 54 42,357 54 11.役務費 54 火災保険料 54

費

 4.企画費 43,786 2,536 46,322 1,300 2,500 △1,264 18.負担金 2,536 全国過疎地域連盟会費 36

補助及 一般コミュニティ助成事業助

び交付 成金 2,500

金

 8.広報事務 13,062 3,292 16,354 △4,500 7,792  1.報酬 1,357 会計年度任用職員報酬 1,357

費  3.職員手 436 会計年度任用職員期末勤勉手

当等 当 436

 4.共済費 304 会計年度任用職員社会保険料 169

会計年度任用職員労災・雇用

保険料 29

職員共済組合負担金（会計年

度任用職員） 106

 8.旅費 15 会計年度任用職員通勤費 15

13.使用料 18 デザインソフト使用料 18

及び賃

借料

補正前の額 特　　定　　財　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

計目 説　　　　　　　　　明
金　　額区　　分

補  正  額



（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

18.負担金 1,162 地域おこし協力隊活動費補助

補助及 金 1,162

び交付

金

　計 695,508 7,720 703,228 △3,200 2,500 8,420

（款） 2.総務費 （項）  3.戸籍住民基本台帳費

 1.戸籍住民 53,719 0 53,719 1,881 △1,881 　財源内訳補正

基本台帳

費

　計 53,719 0 53,719 1,881 △1,881

（款） 3.民生費 （項）  1.社会福祉費

 1.社会福祉 99,756 36,814 136,570 18,677 18,137  3.職員手 90 職員諸手当 90

総務費 当等

11.役務費 464 郵便料 280

口座振替手数料 184

12.委託料 1,835 住民税非課税世帯・均等割の

み課税世帯給付金事業支援業

務委託 743

定額減税補足給付金事業支援

業務委託 1,092

18.負担金 34,000 住民税非課税世帯・均等割の

補助及 み課税世帯給付金 1,000

び交付 定額減税補足給付金 33,000

金

27.繰出金 425 国民健康保険特別会計繰出金 425

（歳出）総務費，民生費

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 5.介護保険 217,761 950 218,711 950 12.委託料 950 介護予防サービス計画委託 950

費

　計 927,572 37,764 965,336 18,677 19,087

（款） 3.民生費 （項）  2.児童福祉費

 1.児童福祉 82,477 582 83,059 112 1,600 △1,130 11.役務費 2 郵便料 1

総務費 口座振込手数料 1

12.委託料 330 低所得子育て世帯給付金加算

事業（Ｒ６分）支援業務委託 330

18.負担金 250 低所得子育て世帯給付金（Ｒ

補助及 ６分） 250

び交付

金

 4.学童保育 32,915 104 33,019 104 10.需用費 104 消耗品費 104

費

　計 227,808 686 228,494 112 1,600 104 △1,130

（款） 4.衛生費 （項）  1.保健衛生費

 2.予防費 29,043 21,805 50,848 18,384 3,421 10.需用費 15 印刷製本費 15

12.委託料 21,790 予防接種事業委託 21,790

　計 237,906 21,805 259,711 18,384 3,421

（款） 5.農林水産業費 （項）  1.農業費

 3.農業振興 85,843 1,582 87,425 1,582  7.報償費 1,582 地域おこし協力隊員報償 1,582

費

　計 149,230 1,582 150,812 1,582

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



（款） 5.農林水産業費 （項）  3.水産業費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.水産業総 5,831 58,584 64,415 58,583 1 22.償還金 58,584 農山漁村活性化プロジェクト

務費 利子及 交付金返還金 58,584

び割引

料

　計 17,823 58,584 76,407 58,583 1

（款） 6.商工費 （項）  1.商工費

 2.商工業振 20,837 396 21,233 396  7.報償費 396 地域おこし協力隊員報償 396

興費

 3.観光費 49,590 0 49,590 800 △800 　財源内訳補正

　計 118,201 396 118,597 800 △404

（款） 7.土木費 （項）  1.土木管理費

 1.土木総務 93,281 11,540 104,821 11,540 10.需用費 159 修繕料 159

費 16.公有財 11,381 土地購入費 11,381

産購入

費

　計 93,281 11,540 104,821 11,540

（款） 8.消防費 （項）  1.消防費

 1.非常備消 16,757 206 16,963 206 10.需用費 171 消耗品費 171

防費 18.負担金 35 総合事務組合負担金 35

補助及

び交付

金

 2.消防施設 25,553 100 25,653 100 10.需用費 100 修繕料 100

費

　計 42,310 306 42,616 306

（歳出）民生費，衛生費，農林水産業費，商工費，土木費，消防費

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節
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（款） 9.教育費 （項）  3.中学校費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.学校管理 175,811 148 175,959 148 10.需用費 148 修繕料 148

費

 2.教育振興 1,923 100 2,023 100 17.備品購 100 図書 100

費 入費

　計 182,655 248 182,903 100 148

（款） 9.教育費 （項）  5.社会教育費

 2.公民館費 67,785 643 68,428 643 10.需用費 373 消耗品費 373

17.備品購 270 図書 270

入費

　計 130,650 643 131,293 643

（款） 9.教育費 （項）  6.保健体育費

 1.保健体育 3,807 0 3,807 1,000 △1,000 　財源内訳補正

総務費

 3.町民体育 44,123 949 45,072 949 10.需用費 949 修繕料 949

施設費

　計 52,689 949 53,638 1,000 △51

（款） 9.教育費 （項）  7.学校給食センター費

 1.学校給食 98,779 990 99,769 300 690 10.需用費 990 修繕料 990

センター

費

　計 98,779 990 99,769 300 690

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



（単位：千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

2,824,607 3,157,422 227,900 277,839 3,107,483

（１） 総 務 1,265,352 1,461,933 45,600 128,151 1,379,382

（２） 衛 生 130,500 370,756 14,500 6,751 378,505

（３） 農 林 水 産 106,056 107,681 9,243 98,438

（４） 土 木 132,826 124,829 16,400 15,068 126,161

（５） 消 防 308,820 279,712 14,500 28,669 265,543

（６） 教 育 767,941 714,604 136,900 74,746 776,758

（７） 商 工 15,002 12,969 0 2,033 10,936

（８） 民 生 98,110 84,938 0 13,178 71,760

214,953 186,458 0 30,168 156,290

（１） 総 務 26,700 23,367 0 3,334 20,033

（２） 農 林 水 産 21,608 18,471 0 3,100 15,371

（３） 土 木 62,075 54,146 0 9,636 44,510

（４） 消 防 18,400 16,102 0 2,299 13,803

（５） 教 育 54,319 47,071 0 7,249 39,822

（６） 商 工 31,851 27,301 0 4,550 22,751

2,087,369 1,932,933 4,000 202,815 1,734,118

（１） 臨 時 財 政 対 策 債 1,651,769 1,497,333 4,000 166,913 1,334,420

（２） 歳 入 欠 か ん 等 債 435,600 435,600 0 35,902 399,698

5,126,929 5,276,813 231,900 510,822 4,997,891

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込

１．　普　　通　　債

２．　災　害　復　旧　債

３．　そ　の　他

合　　　　計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区       分
前々年度末
現 　在　 高

前 年 度 末
現　 在 　高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

- 14 -



- 15 -

２．一　　般　　職

（１）　総　　　括  （単位　千円）

職員数

（人）

補正後 93（92）

補正前 93（90）

比　較 0（2）

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 災害派遣手当

補正後 168,868 6,832 5,237 4,698 4,080 12,914 3,060 2,160 1,611

補正前 168,127 6,832 5,237 4,698 4,080 12,824 3,060 2,160 1,611

比　較 741 90

　ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数

（人）

補正後 93（5）

補正前 93（5）

比　較 0（0）

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 災害派遣手当

補正後 128,905 6,832 5,237 4,698 4,080 12,914 3,060 2,160 1,611

補正前 128,905 6,832 5,237 4,698 4,080 12,824 3,060 2,160 1,611

比　較 90

給　　与　　費　　明　　細　　書

計

209,460

208,629

831

計

区　分 共 済 費 合 計
給　　　料 職員手当 計

給　　　　与　　 　費

給与費明細書中の再任用職員には、暫定再任用制度に基づき任用される職員を含む。

806,829

345,625 208,629 670,412 132,392 802,804

職 員 手 当

の 内 訳

区　分
給　　　　与　　 　費

共 済 費
給　　　料

報　酬

118,764

116,158

2,606

90 90

625,688

職員手当 計
合 計

345,625 169,497

職 員 手 当

の 内 訳

90

　　　　注　（　）内は、再任用職員について外書きしたものである。

 （単位　千円）

169,407

90

169,497

備　考

515,032 110,656

625,778

345,625 169,407

515,122 110,656

 （単位　千円）

 （単位　千円）

備　考

報　酬

831 3,437 588 4,025

　　　　注　（　）内は、再任用職員及び短時間勤務職員について外書きしたものである。

345,625 209,460 673,849 132,980



　イ　会計年度任用職員

職員数

（人）

補正後 0（87）

補正前 0（85）

比　較 0（2）

（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区　分 増　　減　　額

　 報　酬 2,606

給　料

職員手当 831

その他の増減分 採用による

3,935

　　　　注　（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

区　分

118,764 39,963

116,158

職 員 手 当

741 3,347

の 内 訳

計

合 計

2,606

181,051

39,222

区　分

補正後

補正前

比　較

期末勤勉手当

39,963

39,222

備　考
報　酬 給　　　料 職員手当 計

給　　　　与　　 　費
共 済 費

155,380 21,736 177,116

158,727 22,324

その他の増減分 831

給与改定等に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

 （単位　千円）

 （単位　千円）

 （単位　千円）

備　　　　　考

588

39,963

39,222

741

説　　　　　　　　　　明増　減　事　由　別　内　訳

741

2,606

時間外手当の増、採用による
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